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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注１） 「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
（注２） 「連結自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況 
    が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 12,557 2.8 1,490 48.0 1,524 54.0
23年3月期 12,203 △4.3 1,006 ― 989 159.3
（注）包括利益 24年3月期 2,103百万円 （123.7％） 23年3月期 940百万円 （△75.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率

経常収益経常利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 19.31 5.49 8.6 0.2 11.8
23年3月期 10.18 3.38 6.0 0.2 8.2
（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
連結自己資本比率
（国内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

24年3月期 515,535 18,520 3.5 0.72 8.12
23年3月期 493,000 16,868 3.3 △28.04 8.06
（参考） 自己資本  24年3月期  18,424百万円 23年3月期  16,726百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 18,888 △17,990 △449 36,751
23年3月期 △47 863 △846 36,302

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 1.00 1.00 59 9.8 ―
24年3月期 ― 0.00 ― 1.00 1.00 59 5.1 ―
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 1.00 1.00 ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 770 △26.0 670 △46.0 11.32
通期 1,540 3.3 1,330 △12.7 16.02
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※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、16ページ「会計上の見積りの変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 59,444,900 株 23年3月期 59,444,900 株
② 期末自己株式数 24年3月期 283,025 株 23年3月期 234,330 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 59,196,702 株 23年3月期 59,218,698 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

（注１） 「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
（注２） 「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が 
    適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 12,498 4.3 1,534 54.5 1,564 58.4
23年3月期 11,980 △4.2 993 ― 986 164.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 19.98 5.66
23年3月期 10.13 3.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
単体自己資本比率
（国内基準）

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

24年3月期 515,414 18,367 3.5 △0.24 8.08
23年3月期 492,677 16,630 3.3 △29.67 8.00
（参考） 自己資本 24年3月期  18,367百万円 23年3月期  16,630百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 810 △23.7 690 △45.7 11.66
通期 1,600 4.2 1,360 △13.0 16.53
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種類株式の配当の状況 
 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る 1株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 
（Ａ種優先株式） 
 １株当たり配当金 

（基準日） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 年間 
  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭
23 年 3 月期 －      0 00 －   35 00 35 00 
24 年 3 月期 －    0 00 －   35 00 35 00 

25 年 3 月期（予想） －   0 00 －   35 00 35 00 
 
（Ｂ種優先株式） 
 １株当たり配当金 

（基準日） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 年間 
  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭
23 年 3 月期 －   0 00 －   8 00 8 00 
24 年 3 月期 －   0 00 －     8 00 8 00 

25 年 3 月期（予想） －   0 00 －     8 00 8 00 
 
（Ｃ種優先株式） 
 １株当たり配当金 

（基準日） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 年間 
  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭
23 年 3 月期 －   0 00 －   17 00 17 00 
24 年 3 月期 －   0 00 －   16 40 16 40 

25 年 3 月期（予想） －   0 00 －   16 40 16 40 
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1. 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

(当期の経営成績) 

平成23年度の国内経済は、前半期において東日本大震災で一時寸断されたサプライ・チェーンの

復旧等に伴い、持ち直しに転じましたが、その後、秋口にかけて円高の進行に加え、欧州経済の減

速、タイの大洪水等の影響から生産活動が停滞したため、その持ち直しの動きも年明け以降にズレ

込む等、一進一退の展開が続きました。 

金融面では、日本銀行において、国内経済の持続的な成長を確保するため、政策金利の誘導目標

を０～0.1％とする実質的なゼロ金利政策を継続し、資産買入等の基金の増額による一段の金融緩

和が進められるとともに、平成24年3月には成長基盤強化支援のための資金供給が拡充されました。

また、平成21年12月に施行された「中小企業金融円滑化法」は、平成25年3月まで1年間延長されて

おります。 

当行グループの主要な営業基盤である大分県経済については、東日本大震災による直接的な被害

は総じて認められなかったものの、サプライ・チェーン寸断等の影響もあって、前半期は全国と同

様に生産活動が低下し、連れて消費等も低迷しましたが、後半期になり、大手企業を中心に生産活

動が回復に転じたこともあり、個人消費、雇用動向等に緩やかながらも持ち直しの動きが見られて

おります。 

このような経営環境のもと、当行グループの当連結会計年度の連結経営成績は、経費の節減を図

る一方、新規貸出先の開拓など積極的に営業活動を展開し、業績の向上に努めた結果、以下のとお

りとなりました。 

連結経常収益は、前年同期比で 353 百万円増加し、12,557 百万円となりました。これは、保険

商品等の窓口販売の強化に努めたことで、役務取引等収益が増加したことに加え、「金融商品会計

に関する実務指針」に基づき、償却債権取立益の計上科目を特別利益から変更したことにより、そ

の他経常収益が増加したこと等によるものです。 

連結経常費用は、前年同期比で 130 百万円減少の 11,066 百万円となりました。これは、預金利

回りの低下による資金調達費用の減少や株式等償却の減少により、その他経常費用が減少したこと

によるものです。 

この結果、連結経常利益は、前年同期比で 484 百万円増加の 1,490 百万円、連結当期純利益は前

年同期比で 534 百万円増加し、1,524 百万円となりました。連結経常利益は 2期連続の黒字、連結

当期純利益は 5期連続の黒字であり、また、連結経常利益、連結当期純利益とも過去最高額となっ

ております。 

なお、当行グループは銀行業以外に一部でクレジットカード業を営んでおりますが、全セグメン

トに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 
 
(次期の見通し) 

次期の見通しにつきましては、国内金利、株式相場とも、総じて足許の基調が続くとの前提のも

と、連結経常利益 15億 4千万円、連結当期純利益 13 億 3千万円を予想しています。このうち当行

単体では、経常利益 16億円、当期純利益は 13 億 6千万円になると予想しております。 

なお、上記の業績予想は、当行が現在において入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等とは様々な要因により異なる可能性があります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当年度末の資産につきましては、貸出金が前年度末比 3,786 百万円増加、有価証券が同 18,152

百万円増加し、資産全体で同 22,534 百万円増加しております。 

負債につきましては、預金が前年度末比 19,072 百万円増加し、負債全体で 20,882 百万円増加

しております。 

純資産につきましては、当期純利益により株主資本が前年度末比 1,095 百万円増加、その他有

価証券差額金のマイナス幅が同470百万円縮小し、純資産全体で1,652百万円増加しております。 
 

② キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加等により 18,888 百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の増加等により △17,990 百万円となりまし

た。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により △449 百万円となりました。 

この結果、現金及び現金同等物は前年度末比 449 百万円増加し、36,751 百万円となりました。 
 

③ 自己資本比率（国内基準） 

連結自己資本比率は、8.12％となり、前年度末比 0.06％上昇しました。 

単体自己資本比率は、8.08％となり、前年度末比 0.08％上昇しました。 

なお、自己資本比率（連結・単体）は、「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき、銀行がその保

有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成

18 年金融庁告示第 19 号）」に基づき、算出しております。 
 
(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、経営の健全性維持の観点から、収益力の強化を図る中で、内部留保の蓄積に努めつつ、

安定かつ適切な配当を行っていくことを基本方針としております。また、国の資本参加を仰いでい

る中にあって、財務基盤の安定化を図る観点から、配当以外の利益の社外流出については、引き続

き抑制することといたしております。 

当期の配当につきましては、各優先株式の配当と普通株式１株あたり 1円の配当を実施する予定

であります。 

また、次期の優先株式及び普通株式の配当につきましては、当期と同じく中間配当を見送り、期

末に各優先株式の配当と普通株式１株当たり 1円の配当を予定しております。 
 
(4) 事業等のリスク 

当行グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事

項として、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、事務リスク、システムリスク等があります。

当行では、これらリスクの抑制に努めておりますが、万が一、リスクが顕在化した場合には、迅速

かつ適切な対応を行ってまいります。 
 
2. 企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 23 年 6 月 29 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 
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3. 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当行は、抜本的に組織改革を図り、地元大分県の経済発展に更に貢献していくことが、金融機能

強化法に基づき、国の資本参加を受けている地域金融機関としての責務であると考えております。 

今後とも、次の「経営理念」に基づき、地域に真に必要とされる金融機関を目指し、地域経済の

活性化やＣＳＲ等に取り組んでまいります。 
 
〔 経営理念 〕 

・ Ｃontribution：貢献 

わたくしたち 豊和銀行は、地域の発展に貢献します。 
 

・ Ｃustomers：お客様第一主義 

わたくしたち 豊和銀行は、お客様に質の高いサービスを提供します。 
 

・ Ｃhallenge＆Ｃhange：挑戦と変革 

わたくしたち 豊和銀行は、たゆまぬ挑戦と変革により、未来を切り開きます。 

 
(2) 目標とする経営指標 

平成 21 年 8 月に公表した「経営強化計画」の最終年度となる平成 23年度につきましては、当該

計画に掲げた経営改善に係る数値目標の 3項目を全て達成しました。 
                                                     （単位：％） 

 21/3 期 
実   績 

22/3 期 
実  績 

23/3 期 
実  績 

24 年 3 月 期 

計 画 実 績 計画比 

コア業務純益ＲＯＡ 0.69 0.64 0.61 0.73 0.75 ＋ 0.02 

業務粗利益経費率 49.20 53.13 52.72 49.19 49.08 ▲ 0.11 

不良債権比率 5.06 3.76 3.28 4.20 3.01 ▲ 1.19 
 
※ コア業務純益ＲＯＡ ＝ コア業務純益 ÷ 総資産（平均残高） 
※ 業務粗利益経費率 ＝（経費－機械化関連費用） ÷ 業務粗利益 
※ 不良債権比率 ＝ 金融再生法開示債権残高 ÷ 総与信残高 

 
(3) 中長期的な会社の経営戦略 

現在、当行は次期の「経営強化計画」（対象期間：平成 24年度～平成 26年度）を策定中であり、

完成次第公表いたします。 
 
(4) 会社の対処すべき課題 

平成 23 年度につきましては、「経営強化計画」の達成に向け、役職員一丸となって様々な施策

に取り組んだ結果、経営改善数値目標を全て達成するとともに、連結経常利益、連結当期純利益と

も過去最高額を計上し、優先株式、普通株式とも 3期連続で配当を実施することができる見通しと

なりました。 

一方で、平成 24年 3月末における国内基準に係る連結自己資本比率は 8.12％、単体自己資本比

率は 8.08％となり、健全行の国内基準である 4％を上回っているものの、金融機能を維持強化し、

地域経済への貢献を十分果たしていくためには、財務基盤の一層の強化を目指していかなければな

らないと考えております。 
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現在、策定中の「経営強化計画」では、これまでの取り組みを踏まえつつ課題解決に向けた諸施

策を強力に推進し、地域の中小企業や個人のお客様への円滑な資金供給や高品質なサービスの提供

に努めることで、地域経済の発展に寄与するとともに、収益力を一段と強化し、配当の増加と内部

留保の向上の両立を目指してまいります。 
 
(5) その他、会社の経営上重要な事項 

当行では、弁護士等で構成する経営責任究明特別委員会の調査報告を踏まえ、平成 19年 4月 20

日に大分地方裁判所に旧経営陣に対する損害賠償請求訴訟を提起しております。 

取締役及び監査役としての善管注意義務、監視義務等の違反による損失額約 82 億円のうちの一

部請求として、旧取締役及び旧監査役の 8名を被告とし、各自に対し金 20 億円の支払い（連帯債

務）を求めるものであり、現在も裁判の審理が続いております。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   
現金預け金 38,461 38,757 
有価証券 72,571 90,723 
貸出金 374,556 378,343 
外国為替 1,110 1,219 
その他資産 2,634 2,803 
有形固定資産 8,247 8,349 
建物 1,569 1,700 
土地 6,331 6,388 
その他の有形固定資産 346 261 

無形固定資産 171 150 
ソフトウエア 170 149 
その他の無形固定資産 0 0 

繰延税金資産 1,579 1,603 
支払承諾見返 1,189 1,037 
貸倒引当金 △7,520 △7,453 
資産の部合計 493,000 515,535 

負債の部   
預金 461,712 480,785 
借用金 2,704 4,328 
外国為替 2 0 
社債 6,700 6,700 
その他負債 2,117 2,497 
賞与引当金 114 148 
退職給付引当金 178 275 
睡眠預金払戻損失引当金 173 170 
再評価に係る繰延税金負債 1,239 1,071 
支払承諾 1,189 1,037 
負債の部合計 476,132 497,014 

純資産の部   
資本金 12,495 12,495 
資本剰余金 1,350 1,350 
利益剰余金 2,332 3,432 
自己株式 △70 △75 
株主資本合計 16,108 17,203 

その他有価証券評価差額金 △1,030 △560 
土地再評価差額金 1,649 1,780 
その他の包括利益累計額合計 618 1,220 

少数株主持分 141 96 

純資産の部合計 16,868 18,520 

負債及び純資産の部合計 493,000 515,535 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

経常収益 12,203 12,557 
資金運用収益 9,729 9,530 
貸出金利息 8,918 8,792 
有価証券利息配当金 782 703 
コールローン利息 23 29 
預け金利息 4 2 
その他の受入利息 0 1 

役務取引等収益 1,380 1,547 
その他業務収益 876 1,134 
その他経常収益 216 345 
償却債権取立益 － 172 
その他の経常収益 216 172 

経常費用 11,196 11,066 
資金調達費用 1,062 919 
預金利息 824 646 
コールマネー利息 0 0 
借用金利息 3 4 
社債利息 234 268 
その他の支払利息 0 － 

役務取引等費用 930 1,003 
その他業務費用 264 289 
営業経費 6,250 6,268 
その他経常費用 2,688 2,586 
貸倒引当金繰入額 27 778 
その他の経常費用 2,660 1,807 

経常利益 1,006 1,490 

特別利益 183 0 
固定資産処分益 － 0 
償却債権取立益 183 － 
その他の特別利益 0 － 

特別損失 152 36 
固定資産処分損 7 15 
減損損失 2 1 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 142 － 
その他の特別損失 0 20 

税金等調整前当期純利益 1,037 1,454 

法人税、住民税及び事業税 13 13 
法人税等調整額 30 △39 

法人税等合計 43 △25 

少数株主損益調整前当期純利益 994 1,479 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △44 

当期純利益 989 1,524 
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（連結包括利益計算書） 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 994 1,479 
その他の包括利益 △54 623 
その他有価証券評価差額金 △54 470 
土地再評価差額金  153 

包括利益 940 2,103 

親会社株主に係る包括利益 935 2,148 
少数株主に係る包括利益 4 △44 
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（３）連結株主資本等変動計算書 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   
資本金   
当期首残高 12,495 12,495 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 12,495 12,495 

資本剰余金   
当期首残高 1,350 1,350 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 1,350 1,350 

利益剰余金   
当期首残高 1,804 2,332 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 989 1,524 
自己株式の処分 － △0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
当期変動額合計 528 1,100 

当期末残高 2,332 3,432 

自己株式   
当期首残高 △69 △70 
当期変動額   
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
当期変動額合計 △1 △4 

当期末残高 △70 △75 

株主資本合計   
当期首残高 15,581 16,108 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 989 1,524 
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
当期変動額合計 526 1,095 

当期末残高 16,108 17,203 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金   
当期首残高 △976 △1,030 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54 470 
当期変動額合計 △54 470 

当期末残高 △1,030 △560 

土地再評価差額金   
当期首残高 1,650 1,649 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 131 
当期変動額合計 △1 131 

当期末残高 1,649 1,780 

その他の包括利益累計額合計   
当期首残高 674 618 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 601 
当期変動額合計 △55 601 

当期末残高 618 1,220 

少数株主持分   
当期首残高 137 141 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4 △45 
当期変動額合計 4 △45 

当期末残高 141 96 

純資産合計   
当期首残高 16,393 16,868 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 989 1,524 
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51 556 
当期変動額合計 474 1,652 

当期末残高 16,868 18,520 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 1,037 1,454 
減価償却費 342 321 
減損損失 2 1 
貸倒引当金の増減（△） △395 △67 
賞与引当金の増減額（△は減少） 3 34 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △84 96 
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 59 △2 
資金運用収益 △9,729 △9,530 
資金調達費用 1,062 919 
有価証券関係損益（△） 187 △185 
有形固定資産処分損益（△は益） 7 14 
無形固定資産処分損益（△） － 1 
貸出金の純増（△）減 △22,236 △3,786 
預金の純増減（△） 19,693 19,072 
借用金の純増減（△） 2,330 1,623 
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 188 152 
外国為替（資産）の純増（△）減 △922 △109 
外国為替（負債）の純増減（△） 1 △2 
資金運用による収入 9,829 9,484 
資金調達による支出 △1,478 △844 
その他 71 253 

小計 △26 18,900 

法人税等の還付額 14 17 
法人税等の支払額 △35 △29 

営業活動によるキャッシュ・フロー △47 18,888 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有価証券の取得による支出 △63,665 △77,596 
有価証券の売却による収入 33,801 35,334 
有価証券の償還による収入 30,927 24,675 
有形固定資産の取得による支出 △128 △426 
無形固定資産の取得による支出 △71 △48 
有形固定資産の売却による収入 － 71 

投資活動によるキャッシュ・フロー 863 △17,990 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
劣後特約付社債の発行による収入 6,616 － 
劣後特約付社債の償還による支出 △7,000 － 
配当金の支払額 △461 △444 
少数株主への配当金の支払額 △0 △0 
自己株式の取得による支出 △1 △4 
自己株式の売却による収入 － 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △846 △449 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31 449 

現金及び現金同等物の期首残高 36,333 36,302 

現金及び現金同等物の期末残高 36,302 36,751 
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 該当事項はありません。 
   

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社  1社 
 主要な連結子会社名 
  ㈱ほうわバンクカード 

 (2）非連結子会社は該当ありません。 
２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用の非連結子会社は該当ありません。 
  (2）持分法適用の関連会社は該当ありません。 
  (3）持分法非適用の非連結子会社は該当ありません。  
  (4）持分法非適用の関連会社は該当ありません。  
３．連結子会社の事業年度等に関
する事項 

 連結子会社の決算日は次のとおりであります。 
３月末日 1社 

４．会計処理基準に関する事項 (1）商品有価証券の評価基準及び評価方法 
 商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）により行っております。 

  (2）有価証券の評価基準及び評価方法 
 有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結
決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により
算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動
平均法による原価法により行っております。 
 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。  

  (3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

  (4）減価償却の方法 
① 有形固定資産 
 当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得
した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しておりま
す。 
 また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物  34年～50年 
その他 ４年～20年 

 連結子会社の有形固定資産については資産の見積耐用年数に基づき、主
として定額法により償却しております。  

  ② 無形固定資産 
 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソ
フトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間(５年)
に基づいて償却しております。 

  (5）繰延資産の処理方法 
   社債発行費 

 社債発行費は、その他資産に計上し、社債の償還期間にわたり定額法に
より償却しております。 

  (6）貸倒引当金の計上基準 
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以
下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は
経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる
債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残
額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお
ります。 

  上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下
に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当
を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債
権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した
残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

百万円であります。 
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘
案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

11,226

  (7）賞与引当金の計上基準 
 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 
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当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  (8）退職給付引当金の計上基準 
 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しており
ます。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと
おりであります。 
過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（９年）による定額法により損益処理 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額を、それぞれ発
生の翌連結会計年度から損益処理 

 なお、会計基準変更時差異（ 百万円）については、15年による按分額
を費用処理しております。 

1,407

  (9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り
必要と認める額を計上しております。 

  (10）外貨建資産・負債の換算基準 
 当行の外貨建資産及び負債は、主として連結決算日の為替相場による円換
算額を付しております。 

  (11）リース取引の処理方法 
（借手側） 
当行及び連結子会社の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リ
ース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属するもの
については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

  (12）ヘッジ会計の方法 
・金利リスク・ヘッジ 
金融負債から生じる金利リスクに対する金利スワップについては、金利ス
ワップの特例処理を行っております。 
なお、ヘッジの有効性の評価につきましては、特例処理の要件の判定をも

って有効性の判定に代えております。  
  (13）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上
の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 

  (14）消費税等の会計処理 
 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

(7）会計上の見積りの変更
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

（過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理年数の変更） 
退職給付引当金の過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（15年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、費用処理年数を９年に
変更しております。 
これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べ、当連結会計年度の経常利益、税金等調整前当期純利益は、そ
れぞれ198百万円減少しております。 

(8）追加情報
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に
関する会計基準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日）を適用しております。 
なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当連結会
計年度の「償却債権取立益」は「その他経常収益」に計上しておりますが、前連結会計年度については遡及処理を行
っておりません。 
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(9）連結財務諸表に関する注記事項
（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

※１．貸出金のうち、破綻先債権額は 百万円、延滞債
権額は 百万円であります。 
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延
が相当期間継続していることその他の事由により、元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97
号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。 
 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ
て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。 

554
11,338

※１．貸出金のうち、破綻先債権額は 百万円、延滞債
権額は 百万円であります。 
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延
が相当期間継続していることその他の事由により、元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97
号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。 
 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ
て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の
貸出金であります。 

619
10,695

※２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 百万円で
あります。 
 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支
払が、約定支払日の翌日から３月以上延滞している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ
ります。 

83 ※２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 百万円で
あります。 
 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支
払が、約定支払日の翌日から３月以上延滞している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ
ります。 

59

※３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 百万円で
あります。 
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ
ります。 

642 ※３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 百万円で
あります。 
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであ
ります。 

332

※４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額
及び貸出条件緩和債権額の合計額は 百万円であ
ります。  
 なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引
当金控除前の金額であります。 

12,618
※４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額
及び貸出条件緩和債権額の合計額は 百万円であ
ります。  
 なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引
当金控除前の金額であります。 

11,707

※５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融
取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額
は、 百万円であります。 4,414

※５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適
用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金融
取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額
は、 百万円であります。 4,899

※６．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※６．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 担保に供している資産 
有価証券 10,034百万円 有価証券 10,155百万円 
担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 
預金 481百万円 預金 424百万円 

 上記のほか、内国為替決済、公金収納の取引の担保
として、預け金 百万円、有価証券 百万円を差
し入れております。 
 また、その他資産のうち保証金は 百万円であ
ります。 

59 9,881

1,027

 上記のほか、内国為替決済、公金収納、デリバティ
ブの取引の担保として、預け金 百万円、有価証
券 百万円を差し入れております。 
 また、その他資産のうち保証金は 百万円であ
ります。 

1,059
10,093

1,390

※７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受
けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約は、契約残存期間が
１年以内の任意の時期に無条件で取消可能なもので、
融資未実行残高は、 百万円であります。 
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終
了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約
の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を
することができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて
いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。 

20,680

※７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受
けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約す
る契約であります。これらの契約は、契約残存期間が
１年以内の任意の時期に無条件で取消可能なもので、
融資未実行残高は、 百万円であります。 
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終
了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金
融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ
るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。 

17,311
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Ⅰ前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株） 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
  
２．配当に関する事項 
（１）当連結会計年度中の配当金支払額 

  
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるも
   の 

  

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

※８．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布
法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価
を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。 

※８．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布
法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価
を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差
額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成10年３月31日 再評価を行った年月日  平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地
価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額に基づいて、奥行価格補
正等合理的な調整を行って算出 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地
価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額に基づいて、奥行価格補
正等合理的な調整を行って算出 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地
の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事
業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差
額  百万円 2,614

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地
の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事
業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差
額  百万円 2,724

※９．有形固定資産の減価償却累計額 6,230百万円 ※９．有形固定資産の減価償却累計額 6,263百万円 
※10．有形固定資産の圧縮記帳額 
    (当連結会計年度圧縮記帳額 

 
 
520
－
百万円 
百万円) 

※10．有形固定資産の圧縮記帳額 
    (当連結会計年度圧縮記帳額 

 
 
520
－
百万円 
百万円) 

※11．社債は、劣後特約付社債であります。 ※11．社債は、劣後特約付社債であります。 
※12．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務
の額は 百万円であります。 4,010

※12．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務
の額は 百万円であります。 8,110

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※ その他の経常費用には、貸出金償却 百万円、株
式等償却 百万円を含んでおります。 

1,593
734

※ その他の経常費用には、貸出金償却 百万円を含
んでおります。 

1,607

（連結株主資本等変動計算書関係）

  当連結会計年度 
期首株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

発行済株式       
普通株式  59,444  －  －  59,444
Ａ種優先株式  6,000  －  －  6,000
Ｂ種優先株式  3,000  －  －  3,000
Ｃ種優先株式  9,000  －  －  9,000

合計  77,444  －  －  77,444
自己株式         
普通株式  （注）  219  14  －  234

合計  219  14  －  234

  
（決 議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円）  
１株当たり 
配当額（円） 基準日  効力発生日  

  普通株式 59 1.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日 
平成22年６月29日 Ａ種優先株式 210 35.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日 
定時株主総会 Ｂ種優先株式 24 8.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日 
  Ｃ種優先株式 170 18.9 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

  
（決 議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円）  配当の原資 
１株当たり 
配当額（円） 基準日  効力発生日  

  普通株式    59 利益剰余金     1.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
平成23年６月29日 Ａ種優先株式     210 利益剰余金      35.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
定時株主総会 Ｂ種優先株式   24 利益剰余金     8.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
  Ｃ種優先株式     153 利益剰余金      17.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
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Ⅱ当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株） 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加48千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増し請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 
（１）当連結会計年度中の配当金支払額 

  
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるも
   の 

 （注）平成24年６月28日開催予定の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を上記のとおり提案する予定とし
ております。 

  

  当連結会計年度 
期首株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

発行済株式       
普通株式  59,444  －  －  59,444
Ａ種優先株式  6,000  －  －  6,000
Ｂ種優先株式  3,000  －  －  3,000
Ｃ種優先株式  9,000  －  －  9,000

合計  77,444  －  －  77,444
自己株式         
普通株式  （注）１、２  234  48  0  283

合計  234  48  0  283

  
（決 議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円）  
１株当たり 
配当額（円） 基準日  効力発生日  

  普通株式  59  1.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
平成23年６月29日 Ａ種優先株式  210  35.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
定時株主総会 Ｂ種優先株式  24  8.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 
  Ｃ種優先株式  153  17.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日 

  
（決 議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 配当の原資 １株当たり 
配当額（円） 基準日  効力発生日  

  普通株式    59 利益剰余金     1.0 平成24年３月31日 平成24年６月29日 
平成24年６月28日 Ａ種優先株式     210 利益剰余金      35.0 平成24年３月31日 平成24年６月29日 
定時株主総会 Ｂ種優先株式   24 利益剰余金     8.0 平成24年３月31日 平成24年６月29日 
  Ｃ種優先株式     147 利益剰余金      16.4 平成24年３月31日 平成24年６月29日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

平成23年３月31日現在 平成24年３月31日現在 

 

現金預け金勘定 38,461百万円 
定期預け金 △1,059百万円 
その他預け金 △1,099百万円 
現金及び現金同等物 36,302百万円 

 

現金預け金勘定 38,757百万円 
定期預け金 △1,059百万円 
その他預け金 △946百万円 
現金及び現金同等物 36,751百万円 
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Ⅰ 前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
  １．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  
 当行グループは、銀行業務とクレジットカード業務を行っております。 
 銀行業務としては、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託及
び登録業務、証券投資信託・保険商品の窓口販売業務等を行っており、従って、当行は、貸出金・債券・株
式・投資信託等の金融資産を保有する一方、預金・借入金・社債等による資金調達を行っております。 
 このように、主として金利変動や価格変動を伴う金融資産と負債を保有しているため、当行グループは資
産及び負債の総合的管理（ALM:Asset Liability Management）を実施し、資産・負債のリスクを統合的に把
握し、適正な管理を実施することにより、経営の健全性の確保と経営資源の効率的活用による収益性の向上
を図っております。 
 なお、クレジットカード業務は、当行の連結子会社が行っております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク  
①金融資産 
 当行グループが保有する主な金融資産は、国内の事業者及び個人に対する貸出金及び国債や社債等の債
券・株式・投資信託等の有価証券であり、海外有価証券はありません。 
 また、有価証券は、満期保有目的又はその他投資目的で保有しており、トレーディング目的では保有して
おりません。 
 これらの金融資産は、経済環境の変化や貸出先・発行体の財務状況の悪化等による信用力低下や債務不履
行等の信用リスクや、金利・株価等の市場変動等により価格や収益等が変動する市場リスク、市場流動性の
低下により適正な価格での取引が難しくなる市場流動性リスクに晒されております。 
 連結子会社では、クレジットカード業務を行っており、顧客の契約不履行という信用リスクに晒されてお
ります。 
②金融負債 
 当行グループが保有する主な金融負債は、預金のほか、借入金、社債等を含んでおります。 
 預金は、国内の事業者及び個人の預金であり、当行が発行している社債には他の債務より支払いが後順位
となる劣後特約が付与されております。 
 これらの金融負債は、金融資産と同様に、金利等の相場変動により価格やコスト等が変動する市場リスク
や、市場の混乱や信用力の低下等により資金の調達が困難となる市場流動性リスクに晒されております。 
③デリバティブ取引 
 当行グループは、取引先の為替予約に対するカバー取引を目的として為替予約を行っております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 
 当行グループは、リスク管理に関する方針や基本的事項を「リスク管理の基本方針」、「リスク管理規
程」にて制定し、これらの規程等に基づき組織的なリスク管理態勢を構築しております。 
 具体的には、取締役会をリスク管理態勢の上位機関とし、その下位に経営会議、頭取を委員長とするALM/
リスク管理協議会を設置し、更にリスク種別毎に市場リスク部会や流動性リスク部会等を組織を横断して設
置しております。 
 あわせて経営管理部をリスク管理の統括部署とし、リスク種別毎に主管部署または担当部署を特定してお
ります。 
 このような組織態勢と各種規定・マニュアル等により金融商品に係る信用リスク・市場リスク・流動性リ
スク等を管理しております。 
①信用リスクの管理  
 当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、貸出資産の健全性が重要であると考え、「クレジットポ
リシー」及び「信用リスク管理規程」「与信決裁権限規程」等の信用リスクに関する管理諸規程に従い、審
査部が主管となって与信案件の審査や与信のポートフォリオ管理を行い信用リスクを管理しております。 
 与信限度額、内部格付、保証や担保の設定、開示債権への対応など与信管理に関する規程やマニュアルを
整備し、営業店を指導する一方、特に信用リスクの程度が大きい与信先等については、審査部が重点的に管
理を行っております。 
 また、組織横断的な信用リスク部会や与信案件協議機関として融資会議を設置し、案件次第では経営会議
等に付議する等により、信用リスクをコントロールし与信運営上のガバナンスを確保しております。 
②市場リスクの管理  
(ⅰ)金利リスク及び価格変動リスクの管理  
 当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、市場リスク管理が重要であると考えております。 
 当行グループが保有する主な市場リスクには、金利市場や株式市場等の変動により収益や価格が変動
するリスクがあり、ALMにおいて統合リスク管理を実施すること等により管理しております。 
 「市場リスク管理規程」「統合的リスク管理細則」「市場リスク計測要領」等の規程及びマニュアル
にリスク管理方法やリスク計測手法等を明記し、ALMに関する方針に基づき、ALM/リスク管理協議会等
においてリスク状況の報告や今後の対応の協議等を行っております。 
 また、有価証券については、経営会議で決定した運用施策や有価証券運用基準に従って運用しており
ます。 
 なお、連結子会社が保有する有価証券は、政策目的とする取引先の株式であり、総資産に対する資産
規模は僅少です。 

(ⅱ)為替リスクの管理 
 当行グループは積極的な外貨資産への投資を行っていないため、外貨資産残高も内包する為替リスク
も少ないことから、通貨スワップ等によるリスクヘッジを行っておりません。 

(ⅲ)デリバティブ取引に係るリスク管理 
 当行グループは、取引先の為替予約に対するカバー取引を目的として為替予約を行っており、権限規
程及び取引限度額を定めてリスクを管理しております。 

③流動性リスクの管理  
当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、資金調達に係る流動性リスクが重要と考え、流動性リス
ク管理規程等に基づき管理しております。 
 主管部署及び統括部署が日常的に資金管理を行う一方で、将来の資金運用を反映した資金繰り予想を行
い、月次で流動性リスク部会やALM/リスク管理協議会に報告することにより、統合的に管理しております。

（４）市場リスク管理に係る定量的情報 
①トレーディング勘定の金融商品 
 当行グループは、トレーディング勘定の金融商品を保有しておりません。 
②トレーディング勘定以外の金融商品 
 当行グループの保有する金融商品の市場リスクについては、自己資本を勘案して策定した統合的リスク管
理方針に基づいて、VaR(Value at Risk)を用いた統合リスク管理を実施することにより管理しております。

（金融商品関係）
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 具体的には、市場金利やTOPIX等を指標として金融商品のVaRを計測し、自己資本を勘案して設定したリス
クリミットを超過しないよう管理しております。 
 また、VaRについては金利の変動による金利リスクと市場価格の変動による価格変動リスクに区分して認
識しております。 
 当行グループの保有する金融商品のうち、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「現金預け
金」、「貸出金」、「預金」、「借用金」、「社債」であります。 
 これらの算定については、分散共分散法(保有期間120日、信頼水準99%、観測期間720日(但し主たる資
産・負債の観測期間))を採用しており、平成23年3月31日現在では、2,670百万円となっております。 
 また、価格変動リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「有価証券」のその他有価証券に分類される株
式、投資信託、債券であります。 
 これらの算定については、金利リスクと同様に分散共分散法(保有期間120日、信頼水準99%、観測期間720
日)を採用しており、平成23年3月31日現在では、1,942百万円となっております。 
 従って、市場リスク全体では4,612百万円となっております。 
 なお、VaRは、過去の市場相場の変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量であ
ることから、市場環境が過去と大きく異なり変動する場合のリスクを捕捉できない可能性があり、従って実
際の損失額がVaRを上回る場合もあります。 

（５）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に
よった場合、当該価額が異なることもあります。 

  
  ２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時
価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照）。 

（単位：百万円）

（*１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
（*２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生

じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
  
  （注１）金融商品の時価の算定方法 
   資 産 
    （１）現金預け金 

 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。満期のある預け金のうち、満期が1年以内のものの時価は、帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。 
 満期が1年を超過するものは、取引金融機関から提示された評価額を時価としております。 

    （２）有価証券  
 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時価としておりま
す。 
 投資信託は、公表されている基準価格を時価としております。 
 自行保証付私募債は、貸出金と同じく、信用格付と契約期間に応じて、市場金利に信用コストを反映し
た利率で割り引いて時価を算定しております。 
 変動利付国債は、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあ
ると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表計上額とし
ております。これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」及び
「その他有価証券評価差額金」はそれぞれ122百万円増加しております。 
 変動利付国債の合理的に算定された価額は、当行から独立した第三者の価格提供者により提示されたも
のに流動性リスクを考慮したものであり、国債の利回り及び同利回りのボラティリティが主な価格決定変
数であります。 
 なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しておりま
す。 

    （３）貸出金 
 変動金利の貸出金は、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なってい
ない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
 固定金利の貸出金は、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、貸出金の種類及び信用格付、契約期
間に応じて、市場金利に信用コストを反映させた利率もしくは同様の新規貸出を行った場合に想定される
金利で割り引いて時価を算定しております。 
 金利の決定方法が特殊な貸出金は、当行から独立した第三者の価格提供者により提示された評価額を時
価としております。 
 返済期限を設けていない貸出金は、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似している
ものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 
 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金等は、担保及び保証による回収見込額等に基
づいて貸倒引当金を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒引
当金を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

  

  連結貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 

（１）現金預け金  38,461  38,435  △25
（２）有価証券  71,261  71,261  －
（３）貸出金  374,556   
   貸倒引当金（*１）  △7,494   
   367,062  368,914   1,851
資産計  476,784  478,611  1,826
（１）預金  461,712  462,730  1,018
（２）借用金  2,704  2,704  －
（３）社債  6,700  6,361  △338
負債計  471,116  471,796  679
デリバティブ取引（*２）    
 ヘッジ会計が適用されていないもの  0  0  －
デリバティブ取引計  0  0  －
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   負 債 
    （１）預金 

 要求払預金は、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。定期預
金は、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、新規に預金を受け入れた場合に使用する利率で割り引
いて時価を算定しております。 

    （２）借用金  
 借用金は全て固定金利であり、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

    （３）社債 
 当行の発行する社債は、市場価格を時価としております。  

  
   デリバティブ取引  

 デリバティブ取引は、主に取引先の為替予約に対するカバー取引を目的として行っており、オプション価格の
計算モデルにより算出した価額を時価としております。 

  
  
  （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産

（２）有価証券」には含まれておりません。  
（単位：百万円）

（*１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対
象とはしておりません。 

（*２） 当連結会計年度において、非上場株式について 百万円減損処理を行っております。   
（*３） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されて

いるものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
   
 Ⅱ 当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
  １．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  
 当行グループは、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務など銀行業務を
中心に金融サービスに係る事業を行っており、市場の状況や長短のバランスを勘案して、資金の運用及び調
達を行っております。 
 このように、主として金利変動や価格変動を伴う金融資産と負債を保有しているため、当行グループは資
産及び負債の総合的管理（ALM:Asset Liability Management）を実施し、資産・負債のリスクを統合的に把
握し、適正な管理を実施することにより、経営の健全性の確保と経営資源の効率的活用による収益性の向上
を図っております。 
 なお、当行の連結子会社は、クレジットカード業務を行っております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク  
①金融資産 
 当行グループが保有する主な金融資産は、国内の事業者及び個人に対する貸出金及び国債や社債等の債
券・株式・投資信託等の有価証券であり、海外有価証券はありません。 
 また、有価証券は、その他投資目的で保有しており、トレーディング目的では保有しておりません。 
 これらの金融資産は、経済環境の変化や貸出先・発行体の財務状況の悪化等による信用力低下や債務不履
行等の信用リスクや、金利・株価等の市場変動等により価格や収益等が変動する市場リスク、市場流動性の
低下により適正な価格での取引が難しくなる市場流動性リスクに晒されております。 
 連結子会社では、クレジットカード業務を行っており、顧客の契約不履行という信用リスクに晒されてお
ります。 
②金融負債 
 当行グループが保有する主な金融負債は、預金のほか、借入金、社債等を含んでおります。 
 預金は、国内の事業者及び個人の預金であり、当行が発行している社債には他の債務より支払いが後順位
となる劣後特約が付与されております。 
 これらの金融負債は、金融資産と同様に、金利等の相場変動により価格やコスト等が変動する市場リスク
や、市場の混乱や信用力の低下等により資金の調達が困難となる市場流動性リスクに晒されております。 
③デリバティブ取引 
 当行グループは、取引先の為替予約に対するカバー取引を目的として為替予約を行っております。 
 そのほか、顧客に対して満期日繰上の選択権を当行が有するいわゆる満期日繰上特約付定期預金の市場リ
スクをカバーする目的で、キャンセラブルスワップ取引を締結しています。本スワップ取引は金融商品会計
における「金利スワップの特例処理」の対象取引であり、当該スワップ取引の時価の変動は当行財務に影響
を及ぼしません。なお、金利スワップの特例処理については、特例の要件を満たしていることを確認してお
ります。 
 それ以外に株式、債券及び為替関連のデリバティブ取引はありません。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 
 当行グループは、リスク管理に関する方針や基本的事項を「リスク管理の基本方針」、「リスク管理規
程」にて制定し、これらの規程等に基づき組織的なリスク管理態勢を構築しております。 
 具体的には、取締役会をリスク管理態勢の上位機関とし、その下位に経営会議、頭取を委員長とするALM/
リスク管理協議会を設置し、更にリスク種別毎に市場リスク部会や流動性リスク部会等を組織を横断して設
置しております。 
 あわせて経営管理部をリスク管理の統括部署とし、リスク種別毎に主管部署または担当部署を特定してお
ります。 
 このような組織態勢と各種規定・マニュアル等により金融商品に係る信用リスク・市場リスク・流動性リ
スク等を管理しております。 
①信用リスクの管理  
 当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、貸出資産の健全性が重要であると考え、「クレジットポ
リシー」及び「信用リスク管理規程」「与信決裁権限規程」等の信用リスクに関する管理諸規程に従い、審
査部が主管となって与信案件の審査や与信のポートフォリオ管理を行い信用リスクを管理しております。 

区 分 連結貸借対照表計上額  
 ①非上場株式（*１）（*２）  1,224
 ②組合出資金（*３）  85

合 計   1,310
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 与信限度額、内部格付、保証や担保の設定、開示債権への対応など与信管理に関する規程やマニュアルを
整備し、営業店を指導する一方、特に信用リスクの程度が大きい与信先等については、審査部が重点的に管
理を行っております。 
 また、組織横断的な信用リスク部会や与信案件協議機関として融資会議を設置し、案件次第では経営会議
等に付議する等により、信用リスクをコントロールし与信運営上のガバナンスを確保しております。 
②市場リスクの管理  
(ⅰ)金利リスク及び価格変動リスクの管理  
 当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、市場リスク管理が重要であると考えております。 
 当行グループが保有する主な市場リスクには、金利市場や株式市場等の変動により収益や価格が変動
するリスクがあり、ALMにおいて統合リスク管理を実施すること等により管理しております。 
 「市場リスク管理規程」「統合的リスク管理細則」「市場リスク計測要領」等の規程及びマニュアル
にリスク管理方法やリスク計測手法等を明記し、ALMに関する方針に基づき、ALM/リスク管理協議会等
においてリスク状況の報告や今後の対応の協議等を行っております。 
 また、有価証券については、経営会議で決定した運用施策や有価証券運用基準に従って運用しており
ます。 
 なお、連結子会社が保有する有価証券は、政策目的とする取引先の株式であり、総資産に対する資産
規模は僅少です。 

(ⅱ)為替リスクの管理 
 当行グループは積極的な外貨資産への投資を行っていないため、外貨資産残高も内包する為替リスク
も少ないことから、通貨スワップ等によるリスクヘッジを行っておりません。 

(ⅲ)デリバティブ取引に係るリスク管理 
 当行グループは、取引先の為替予約に対するカバー取引を目的として為替予約を行っており、権限規
程及び取引限度額を定めてリスクを管理しております。 
 また、満期日繰上特約付定期預金のカバー取引としての金利スワップは、当行ヘッジ方針に則って締
結するものであり、その評価額やリスク量については、市場リスク部会、ALM/リスク管理協議会におい
て報告し、管理しております。 

③流動性リスクの管理  
当行グループは、銀行経営の健全性の観点から、資金調達に係る流動性リスクが重要と考え、流動性リス
ク管理規程等に基づき管理しております。 
 主管部署及び統括部署が日常的に資金管理を行う一方で、将来の資金運用を反映した資金繰り予想を行
い、月次で流動性リスク部会やALM/リスク管理協議会に報告することにより、統合的に管理しております。

（４）市場リスク管理に係る定量的情報 
①トレーディング勘定の金融商品 
 当行グループは、トレーディング勘定の金融商品を保有しておりません。 
②トレーディング勘定以外の金融商品 
 当行グループの保有する金融商品の市場リスクについては、自己資本を勘案して策定した統合的リスク管
理方針に基づいて、VaR(Value at Risk)を用いた統合リスク管理を実施することにより管理しております。
 具体的には、市場金利やTOPIX等を指標として金融商品のVaRを計測し、自己資本を勘案して設定したリス
クリミットを超過しないよう管理しております。 
 また、VaRについては金利の変動による金利リスクと市場価格の変動による価格変動リスクに区分して認
識しております。 
 当行グループの保有する金融商品のうち、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「現金預け
金」、「貸出金」、「預金」、「借用金」、「社債」であります。 
 これらの算定については、分散共分散法(保有期間120日、信頼水準99%、観測期間720日(但し主たる資
産・負債の観測期間))を採用しており、平成24年3月31日現在では、2,172百万円となっております。 
 また、価格変動リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「有価証券」のその他有価証券に分類される株
式、投資信託、債券であります。 
 これらの算定については、金利リスクと同様に分散共分散法(保有期間120日、信頼水準99%、観測期間720
日)を採用しており、平成24年3月31日現在では、1,221百万円となっております。 
 従って、市場リスク全体では3,393百万円となっております。 
 なお、VaRは、過去の市場相場の変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量であ
ることから、市場環境が過去と大きく異なり変動する場合のリスクを捕捉できない可能性があり、従って実
際の損失額がVaRを上回る場合もあります。 

（５）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に
よった場合、当該価額が異なることもあります。 

  
  ２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時
価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照） 

（単位：百万円）

  連結貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 

（１）現金預け金  38,757  38,743  △14
（２）有価証券  90,384  90,384  －
（３）貸出金  378,343   
   貸倒引当金（*１）  △7,411   
   370,931  373,461   2,529
資産計  499,105  501,620  2,515
（１）預金  480,785  481,796  1,010
（２）借用金  4,328  4,328  －
（３）社債  6,700  6,479  △220
負債計  491,813  492,603  789
デリバティブ取引（*２）    
 ヘッジ会計が適用されていないもの  0  0  －
デリバティブ取引計  0  0  －
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（*１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
（*２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生

じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
  
  （注１）金融商品の時価の算定方法 
   資 産 
    （１）現金預け金 

 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。満期のある預け金のうち、満期が1年以内のものの時価は、帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。 
 満期が1年を超過するものは、取引金融機関から提示された評価額を時価としております。 

    （２）有価証券  
 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時価としておりま
す。 
 投資信託は、公表されている基準価格を時価としております。 
 自行保証付私募債は、貸出金と同じく、信用格付と契約期間に応じて、市場金利に信用コストを反映し
た利率で割り引いて時価を算定しております。 
 なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しておりま
す。 

    （３）貸出金 
 変動金利の貸出金は、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なってい
ない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
 固定金利の貸出金は、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、貸出金の種類及び信用格付、契約期
間に応じて、市場金利に信用コストを反映させた利率もしくは同様の新規貸出を行った場合に想定される
金利で割り引いて時価を算定しております。 
 金利の決定方法が特殊な貸出金は、当行から独立した第三者の価格提供者により提示された評価額を時
価としております。 
 返済期限を設けていない貸出金は、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似している
ものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 
 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金等は、担保及び保証による回収見込額等に基
づいて貸倒引当金を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒引
当金を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

  
   負 債 
    （１）預金 

 要求払預金は、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。定期預
金は、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、新規に預金を受け入れた場合に使用する利率で割り引
いて時価を算定しております。 

    （２）借用金  
 借用金は全て固定金利であり、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

    （３）社債 
 当行の発行する社債は、市場価格を時価としております。  

  
   デリバティブ取引  

 デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。 
  
  
  （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産

（２）有価証券」には含まれておりません。  
（単位：百万円）

（*１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対
象とはしておりません。 

（*２） 非上場株式について、当連結会計年度における減損処理はありません。   
（*３） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されて

いるものについては、時価開示の対象とはしておりません。 
   

※１．連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 
※２．「子会社株式及び関連会社株式」については、財務諸表における注記事項として記載しております。 
Ⅰ 前連結会計年度 
  １．売買目的有価証券(平成23年３月31日現在) 
    該当ありません。 
  
  ２．満期保有目的の債券(平成23年３月31日現在） 
    該当ありません。 
  

区 分 連結貸借対照表計上額  
 ①非上場株式（*１）（*２）  1,203
 ②組合出資金（*３）  82

合 計   1,285

（有価証券関係）
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  ３．その他有価証券(平成23年３月31日現在) 

  
  ４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 
    該当ありません。  
  
  ５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  ６．減損処理を行った有価証券 
 有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著し
く下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連
結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）
しております。 
 当連結会計年度における減損処理額は、 百万円（うち、株式 百万円、投資信託 百万円）であります。 
 なお、時価のあるものの時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当連結会計年度末の時価が取得原
価に比べて50％以上下落した場合は著しく下落したと判断し、30％以上50％未満下落している場合は発行会社の財
務内容及び過去の一定期間における時価の推移等を勘案して判断しております。 

  
 Ⅱ 当連結会計年度 
  １．売買目的有価証券(平成24年３月31日現在) 
    該当ありません。 
  
  ２．満期保有目的の債券(平成24年３月31日現在） 
    該当ありません。 
  
  ３．その他有価証券(平成24年３月31日現在) 

  
  ４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 
    該当ありません。  
 

  種類  連結貸借対照表計上額 
（百万円）  

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

  株式   776  685  90
  債券  21,266  21,079  187
連結貸借対照表計上  国債  11,478  11,349  129
が取得原価を超える  地方債  3,583  3,573  10
もの  社債  6,204  6,157  47
  その他  717  713  4
  小計  22,760  22,478  281
  株式   2,272  2,533  △261
  債券  39,973  40,298  △325
連結貸借対照表計上  国債  18,385  18,490  △104
が取得原価を超えな  地方債  11,632  11,679  △46
いもの  社債  9,954  10,129  △174
  その他  6,254  6,980  △725
  小計  48,500  49,812  △1,312
         合計  71,261  72,291  △1,030

  売却額（百万円） 売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式  63  2  8
債券  30,824  525  0
 国債  9,202  121  －
 地方債  7,114  68  －
 社債  14,508  335  0
その他  2,026  28  －

合計  32,915  556  8

724 670 54

  種類  連結貸借対照表計上額 
（百万円）  

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

  株式   1,092  939  152
  債券  64,878  64,385  492
連結貸借対照表計上  国債  36,983  36,744  239
が取得原価を超える  地方債  13,443  13,356  87
もの  社債  14,451  14,284  166
  その他  3,919  3,898  21
  小計  69,890  69,223  667
  株式   1,718  2,095  △377
連結貸借対照表計上 債券  7,773  7,864  △91
が取得原価を超えな  社債  7,773  7,864  △91
いもの その他  10,032  10,791  △758
  小計  19,524  20,752  △1,227
         合計  89,415  89,975  △560
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  ５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

  ６．減損処理を行った有価証券 
 その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が
取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 
 当連結会計年度における減損処理はありません。 
 なお、時価のあるものの時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当連結会計年度末の時価が取得原
価に比べて50％以上下落した場合は著しく下落したと判断し、30％以上50％未満下落している場合は発行会社の財
務内容及び過去の一定期間における時価の推移等を勘案して判断しております。 

  

１．運用目的の金銭の信託 
前連結会計年度及び当連結会計年度 
 該当ありません。 

２．満期保有目的の金銭の信託 
前連結会計年度及び当連結会計年度 
 該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
前連結会計年度及び当連結会計年度 
 該当ありません。 
  

○その他有価証券評価差額金 
 連結貸借対照表に計上されている「その他有価証券評価差額金」の内訳は、次のとおりであります。 

Ⅰ 前連結会計年度 
１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 
 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約
額又は契約において定められた元本の相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであり
ます。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。   
 (1）金利関連取引（平成23年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(2）通貨関連取引（平成23年３月31日現在） 

 （注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
２．時価の算定 
  オプション価格の計算モデルにより算出した価額を時価としております。 
(3）株式関連取引（平成23年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(4）債券関連取引（平成23年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(5）商品関連取引（平成23年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(6）クレジットデリバティブ取引（平成23年３月31日現在） 
 該当ありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
 該当ありません。 
   

  売却額（百万円） 売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式  140  8  52
債券  34,642  280  63
 国債  18,281  197  40
 地方債  6,783  55  －
 社債  9,578  27  23

合計  34,783  288  115

（金銭の信託関係）

（その他有価証券評価差額金）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日現在） 
金額（百万円） 金額（百万円） 

評価差額  △1,030  △560
その他有価証券  △1,030  △560

（＋）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債）  －  －
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）  △1,030  △560
その他有価証券評価差額金  △1,030  △560

（デリバティブ取引関係）

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち１年
超のもの（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

店頭 
為替予約     
 売建  40  －    0   0
 買建  43  －  △0  △0

合計  －  －  0  0
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Ⅱ 当連結会計年度 
１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 
 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約
額又は契約において定められた元本の相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであり
ます。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ
ん。   
 (1）金利関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(2）通貨関連取引（平成24年３月31日現在） 

 （注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
２．時価の算定 
  オプション価格の計算モデルにより算出した価額を時価としております。 
(3）株式関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(4）債券関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(5）商品関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(6）クレジットデリバティブ取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結
決算日における契約額又は契約において定められた元本の相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとお
りであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあ
りません。   
 (1）金利関連取引（平成24年３月31日現在） 

 （注）１．時価の算定 
  割引現在価値等により算定しております。 
２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている預金と一体として処理されているため、そ
の時価は「（金融商品関係）」の当該預金の時価に含めて記載しております。  
(2）通貨関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(3）株式関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(4）債券関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(5）商品関連取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 
(6）クレジットデリバティブ取引（平成24年３月31日現在） 
 該当ありません。 

   

１．採用している退職給付制度の概要 
 当行は、規約型確定給付企業年金制度を採用しております。 
 連結子会社の退職給付制度は、中小企業退職金共済制度を利用しております。 
  
２．退職給付債務に関する事項 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち１年
超のもの（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

店頭 
為替予約     
 売建  23  －    △1   △1
 買建  23  －  1  1

合計  －  －  0  0

ヘッジ会計の方
法 種類 主なヘッジ対象 契約額等 

（百万円） 
契約額等のうち１年
超のもの（百万円） 

時価 
(百万円) 

原則的処理方法 ― ― ― ― ― 
金利スワップの
特例処理 

金利スワップ       
受取固定・支払変動  預金  1,855  1,855 （注）２ 

   合計 ― ― ― ― 

（退職給付関係）

区分 
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
金額（百万円） 金額（百万円） 

退職給付債務 (A)    △2,352      △2,442   
年金資産 (B)    1,613      1,863   
未積立退職給付債務 (C)＝(A)＋(B)    △738      △579   
会計基準変更時差異の未処理額 (D)    375      281   
未認識数理計算上の差異 (E)    185      23   
未認識過去勤務債務 (F)    △1      △0   
連結貸借対照表計上額純額 (G)＝(C)＋(D)＋(E)＋(F)    △178      △275   
前払年金費用 (H)    －      －   
退職給付引当金 (G)－(H)    △178      △275   
                

㈱豊和銀行（8559）　平成24年３月期　決算短信

－27－



３．退職給付費用に関する事項 

  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日） 
該当ありません。 
   

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法
律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置
法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から
法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.43％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成
26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については37.75％に、平成27年４月１日に開
始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については35.37％となります。この税率変更により、繰延
税金資産は121百万円減少し、法人税等調整額は同額増加しております。再評価に係る繰延税金負債は153百万円
減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。 
また、欠損金の繰越控除制度が平成24年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100
分の80相当額が控除限度額とされることに伴い、繰延税金資産は106百万円減少し、法人税等調整額は同額増加
しております。 

当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「その他」の重要
性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはクレジットカード業務が含まれており
ます。  

   

Ⅰ 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 
１．サービスごとの情報 

（単位：百万円） 

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 
  
２．地域ごとの情報 
(1）経常収益 
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％
を超えるため、記載を省略しております。 

  
(2）有形固定資産 
当行グループは、有形固定資産がすべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。 

  

区分 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 
勤務費用    109      108   
利息費用    40      43   
期待運用収益    △27      △32   
過去勤務債務の費用処理額    △0      △0   
数理計算上の差異の費用処理額    12      214   
会計基準変更時差異の費用処理額    93      93   
退職給付費用    228      427   
              

区分 前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

(1）割引率 2.0％ 0.865％ 
(2）期待運用収益率 2.0％ 同左 
(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 
(4）過去勤務債務の額の処理年数 15年（その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数による定
額法による。） 

９年（その発生時の従業員の平均残
存勤務期間内の一定の年数による定
額法による。） 

(5）数理計算上の差異の処理年数 15年（各連結会計年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしてい
る。） 

９年（各連結会計年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしてい
る。） 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左 

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

（セグメント情報等）
ａ．セグメント情報

ｂ．関連情報

  貸出業務 有価証券 
投資業務 その他 合計 

外部顧客に対する経常収益   9,226   1,350   1,626   12,203
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３．主要な顧客ごとの情報 
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を
省略しております。 

  
Ⅱ 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 
１．サービスごとの情報 

（単位：百万円） 

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 
  
２．地域ごとの情報 
(1）経常収益 
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％
を超えるため、記載を省略しております。 

  
(2）有形固定資産 
当行グループは、有形固定資産がすべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。 

  
３．主要な顧客ごとの情報 
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を
省略しております。 

   

減損損失の金額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。  
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成23年４月１
日 至 平成24年３月31日） 
 関連当事者情報について記載すべき重要なものはありません。 

 （注）１．１株当たり純資産額の計算においては、純資産額から優先株式の発行金額 百万円を控除しておりま
す。また、前連結会計年度においては、優先株式配当額 百万円を、当連結会計年度においては、優先株
式配当額 百万円を控除しております。 

    ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで
あります。 

  

該当事項はありません。 
  

  貸出業務 その他 合計 

外部顧客に対する経常収益   9,798   2,758   12,557

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

    
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円  △28.04  0.72
１株当たり当期純利益金額 円  10.18  19.31
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円  3.38  5.49

18,000
387

381

    
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額      
 当期純利益 百万円  989  1,524
 普通株主に帰属しない金額 百万円  387  381
 （うち優先株式配当額） 百万円  (387)  (381)
 普通株式に係る当期純利益 百万円  602  1,142
 普通株式の期中平均株式数 千株  59,218  59,196
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    
 当期純利益調整額 百万円  177  171
 （うち優先株式配当額） 百万円  (177)  (171)
 普通株式増加数 千株  171,265  180,053
 （うち優先株式） 千株  (171,265)  (180,053)
  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の
概要 

  
―――― ―――― 

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   
現金預け金 38,460 38,757 
現金 9,634 8,001 
預け金 28,826 30,755 

有価証券 72,231 90,384 
国債 29,864 36,983 
地方債 15,216 13,443 
社債 16,159 22,224 
株式 3,933 3,697 
その他の証券 7,058 14,035 

貸出金 374,894 378,529 
割引手形 4,414 4,899 
手形貸付 25,368 23,760 
証書貸付 326,014 333,243 
当座貸越 19,096 16,625 

外国為替 1,110 1,219 
外国他店預け 1,110 1,219 

その他資産 2,239 2,794 
未決済為替貸 83 102 
前払費用 3 2 
未収収益 528 653 
金融派生商品 1 1 
社債発行費 73 56 
その他の資産 1,549 1,977 

有形固定資産 8,244 8,347 
建物 1,567 1,698 
土地 6,330 6,387 
その他の有形固定資産 345 260 

無形固定資産 170 149 
ソフトウエア 170 149 
その他の無形固定資産 0 0 

繰延税金資産 1,540 1,604 
支払承諾見返 1,189 1,037 
貸倒引当金 △7,403 △7,410 

資産の部合計 492,677 515,414 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   
預金 461,761 480,827 
当座預金 5,178 5,754 
普通預金 140,392 155,434 
貯蓄預金 1,020 1,036 
通知預金 750 668 
定期預金 305,061 310,069 
定期積金 5,817 5,515 
その他の預金 3,540 2,347 

借用金 2,704 4,328 
借入金 2,704 4,328 

外国為替 2 0 
売渡外国為替 2 0 
未払外国為替 0 － 

社債 6,700 6,700 
その他負債 1,984 2,488 
未決済為替借 90 136 
未払法人税等 66 54 
未払費用 703 949 
前受収益 432 427 
給付補てん備金 11 8 
金融派生商品 0 17 
資産除去債務 222 224 
その他の負債 457 670 

賞与引当金 113 148 
退職給付引当金 178 275 
睡眠預金払戻損失引当金 173 170 
再評価に係る繰延税金負債 1,239 1,071 
支払承諾 1,189 1,037 

負債の部合計 476,047 497,047 

純資産の部   
資本金 12,495 12,495 
資本剰余金 1,350 1,350 
資本準備金 1,350 1,350 

利益剰余金 2,235 3,375 
利益準備金 92 181 
その他利益剰余金 2,143 3,193 
繰越利益剰余金 2,143 3,193 

自己株式 △70 △75 

株主資本合計 16,011 17,146 

その他有価証券評価差額金 △1,030 △560 
土地再評価差額金 1,649 1,780 

評価・換算差額等合計 618 1,220 

純資産の部合計 16,630 18,367 

負債及び純資産の部合計 492,677 515,414 
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（２）損益計算書 
（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

経常収益 11,980 12,498 
資金運用収益 9,585 9,495 
貸出金利息 8,778 8,761 
有価証券利息配当金 778 699 
コールローン利息 23 29 
預け金利息 4 2 
その他の受入利息 0 1 

役務取引等収益 1,303 1,534 
受入為替手数料 422 413 
その他の役務収益 880 1,120 

その他業務収益 876 1,134 
外国為替売買益 7 9 
商品有価証券売買益 － 0 
国債等債券売却益 561 290 
金融派生商品収益 － 0 
その他の業務収益 307 833 

その他経常収益 214 333 
償却債権取立益 － 172 
株式等売却益 2 8 
その他の経常収益 211 152 

経常費用 10,987 10,963 
資金調達費用 1,060 918 
預金利息 824 646 
コールマネー利息 0 0 
借用金利息 1 4 
社債利息 234 268 
その他の支払利息 0 － 

役務取引等費用 930 1,003 
支払為替手数料 78 78 
その他の役務費用 852 924 

その他業務費用 262 289 
商品有価証券売買損 0 － 
国債等債券売却損 2 63 
社債発行費償却 9 16 
その他の業務費用 250 209 

営業経費 6,102 6,171 
その他経常費用 2,630 2,580 
貸倒引当金繰入額 21 827 
貸出金償却 1,577 1,597 
株式等売却損 8 52 
株式等償却 734 － 
その他の経常費用 288 104 

経常利益 993 1,534 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

特別利益 183 － 
償却債権取立益 183 － 
その他の特別利益 0 － 

特別損失 151 36 
固定資産処分損 6 15 
減損損失 2 1 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 142 － 
その他の特別損失 0 20 

税引前当期純利益 1,024 1,497 

法人税、住民税及び事業税 13 13 
法人税等調整額 24 △79 
法人税等合計 37 △66 

当期純利益 986 1,564 
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（３）株主資本等変動計算書 
（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   
資本金   
当期首残高 12,495 12,495 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 12,495 12,495 

資本剰余金   
資本準備金   
当期首残高 1,350 1,350 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 1,350 1,350 

利益剰余金   
利益準備金   
当期首残高 － 92 
当期変動額   
剰余金の配当 92 89 
当期変動額合計 92 89 

当期末残高 92 181 

その他利益剰余金   
繰越利益剰余金   
当期首残高 1,710 2,143 
当期変動額   
剰余金の配当 △555 △535 
当期純利益 986 1,564 
自己株式の処分 － △0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
当期変動額合計 432 1,050 

当期末残高 2,143 3,193 

利益剰余金合計   
当期首残高 1,710 2,235 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 986 1,564 
自己株式の処分 － △0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
当期変動額合計 525 1,139 

当期末残高 2,235 3,375 

自己株式   
当期首残高 △69 △70 
当期変動額   
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
当期変動額合計 △1 △4 

当期末残高 △70 △75 
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   
当期首残高 15,487 16,011 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 986 1,564 
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 

当期変動額合計 523 1,135 

当期末残高 16,011 17,146 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金   
当期首残高 △976 △1,030 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △54 470 

当期変動額合計 △54 470 

当期末残高 △1,030 △560 

土地再評価差額金   
当期首残高 1,650 1,649 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 131 
当期変動額合計 △1 131 

当期末残高 1,649 1,780 

評価・換算差額等合計   
当期首残高 674 618 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 601 
当期変動額合計 △55 601 

当期末残高 618 1,220 

純資産合計   
当期首残高 16,162 16,630 
当期変動額   
剰余金の配当 △463 △446 
当期純利益 986 1,564 
自己株式の取得 △1 △4 
自己株式の処分 － 0 
土地再評価差額金の取崩 1 21 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 601 

当期変動額合計 467 1,737 

当期末残高 16,630 18,367 

㈱豊和銀行（8559）　平成24年３月期　決算短信

－35－



 該当事項はありません。 
   

(4）継続企業の前提に関する注記

㈱豊和銀行（8559）　平成24年３月期　決算短信

－36－



(1）役員の異動 

①代表取締役の異動 

  

代表取締役会長  安藤 英徳 （現 代表取締役頭取） 

  

代表取締役頭取  権藤 淳 （現 代表取締役専務） 

  

②その他の役員の異動 

・新任取締役候補 

  

常務取締役    佐藤 修平（現 （常勤）監査役） 

  

常務取締役    妹尾 敬治（現 常務執行役員） 

  

・新任監査役候補  

  

（常勤）監査役  吉野 光生（現 取締役）  

  

・退任予定取締役  

  

取締役      吉野 光生（（常勤）監査役 就任予定） 

  

・退任予定監査役  

  

（常勤）監査役  佐藤 修平（常務取締役 就任予定） 

  

③就任予定日 

  

平成24年６月28日  

  

(2）その他 

該当事項はありません。    

   

  

   
  

６．その他
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